
「103万円の壁」見直し賛成企業が９割～帝国データバ
ンクの調査より
◆「103万円の壁」とは？
帝国データバンクが行った「103 万円の壁」引上

げに対する企業アンケート（有効回答企業数1,691
社）において、回答した企業の９割近くが「103万
円の壁」の見直しに賛成していることが明らかにな
りました。
「103万円の壁」とは、年収が103万円を超えると
所得税が発生し、配偶者控除の対象から外れること
を指すものです。この壁を超えていないことを配偶
者手当の支給要件としている企業もあります。その
ため、この壁を意識して働き控えをするパートタイ
ム労働者が多く、企業にとっても人手不足の一因と
なっています。

今回の調査では、67.8％の企業が「103万円の
壁」の引上げに賛成し、21.9％の企業が「撤廃すべ
き」と回答しました。つまり、合わせて89.7％の企
業が現行制度の見直しを求めているとわかります。

◆アンケートでの主な意見
企業からは、「壁を引き上げることでパートタイ

ム労働者の働き控えが解消され、人手不足の解消に
つながる」との声が多く寄せられています。昨今の
最低賃金上昇により、103万円までの労働時間が短
くなっていることの影響もうかがえます。また引上
げが実現すれば、「減税効果により消費活動が活発
化する」という期待もあります。その一方で、「社
会保険料の106万円・130万円の壁もあるので、所
得税のみの見直しでは働き控えは残る」という意見
や、財源をどう確保するかについて心配する声も見
られます。

◆最新動向を注視し対応策を
103万円をはじめとする「年収の壁」を巡っては、

法改正に向けた動きが加速する可能性があります。
企業は最新の動向を注視し、従業員が安心して働け
るよう適切な対応策を講じることが重要です。

「くるみん認定」の新しい認定基準

令和６年５月に育児・介護休業法及び次世代育成支
援対策推進法が改正されたことに伴い、「くるみん認
定」の新しい認定基準を定めた施行規則が公布されま
した。

◆新認定基準の概要
① 男性の育児休業等の取得に係る基準
・育児休業等を取得した男性労働者の割合：30％以上
（※１）
・育児休業等及び育児目的休暇を取得した男性労働者

の割合：50％以上（※２）で、かつ、育児休業等
をしたものの数が１人以上であること

② 女性労働者の育児休業等の取得に係る基準
・育児休業等を取得した女性有期雇用労働者の割合：
75％以上
③ ３歳から小学校就学前の子どもを育てる労働者
・「育児休業に関する制度、所定外労働の制限に関す

る制度、所定労働時間の短縮措置又は始業時刻変
更等の措置」に準ずる制度を講じていることの要
件を削除

④ 労働者（短時間労働者を除く）一人当たりの計画
期間終了事業年度に属する各月ごとの時間外労働
及び休日労働の合計時間数

・全て30時間未満であること
・25歳以上39歳以下の労働者について、全て45時間未
満であること
⑤ 「所定外労働の削減のための措置」の項目を削除

し、「男性の育児休業取得期間の延伸のための措
置」の項目を追加（※３）

◆経過措置
施行日から令和９年３月31日までの２年間の申請

は、改正前の基準を適用することができます。
育児休業等の取得割合の引上げ、有期雇用の女性労

働者も対象になる点など、申請の要件を押さえておき
ましょう。

不妊治療と仕事の両立支援策

厚生労働省から「不妊治療と仕事 両立できていま
すか？－両立支援ガイドブック－」が公表されていま
す（令和６年12月６日）。これは、不妊治療を受ける
方は増加傾向にあるものの、仕事と治療の日程調整が
難しいことなどから、不妊治療と仕事の両立で悩む方
が多くいるため、その解決のためのヒントになるよう
に作成されたものです。以下、ガイドブックを参考に、
会社ができるサポート等について紹介していきます。

◆不妊治療サポートのために会社ができる支援
「不妊治療のために利用可能な休暇・休暇制度」とし
て、不妊治療に特化した休暇制度・休職制度、不妊治
療に特化しないが不妊治療も対象となる休暇制度を設
けることなどがあります。「両立を支援する柔軟な働
き方に資する制度」としては、フレックスタイム制度、
時差出勤制度、短時間勤務制度、テレワーク制度、残
業の制限などがあります。そのほかにも、不妊治療費
に対する補助制度・貸付制度、人事労務担当者、産業
医等に相談できる体制の整備などがあります。

◆両立支援等助成金（不妊治療両立支援コース）
不妊治療と仕事との両立に資する職場環境の整備に取
り組み、不妊治療のために利用可能な休暇制度や両立
支援制度を労働者に利用させた中小企業に対する厚生
労働省の助成金です。

◆不妊治療連絡カードの活用
不妊治療連絡カード（厚生労働省）は、不妊治療を受
ける、または今後予定している従業員が、会社に不妊
治療中であることを伝えたり、治療のために会社の両
立支援制度等を申請したりする際に活用することを目
的としています。従業員本人が主治医等から治療に必
要な配慮事項を記入してもらいます。

◆職場での配慮のポイント
不妊や不妊治療に関することは、プライバシーに属

するとともに機微な問題のため、本人から相談や報告
があった場合でも、本人の意思に反して職場全体に知
れわたってしまうことがないようプライバシーの保護
に十分配慮が必要としています。


